平成２９年度愛知県障害者雇用審議会議事録
１　日　時　平成３０年２月１５日（木）午前１０時から午前１１時３０分まで
２　場　所　愛知県自治センター６階　６０２会議室
３　出席者等

　＜審議会委員＞　

加納美加、清水貞雄、大場和子、鈴木敬太郎、吉川拓雄、池山豊子、石原多加子、
木﨑眞理子、笹川純子、永田耕二、中村幸正、水谷なおみ、横山悦生（敬称略）
　＜説明者＞
大久保欣史愛知労働局職業安定部職業対策課長

＜事　務　局＞　
藤田昇義産業労働部労政局長、吉田和裕就業推進監、古池哲朗就業促進課長、

水上俊貴就業促進課主幹、就業促進課職員２名

＜傍　聴　者＞　なし
４　議題

　（１）愛知県の障害者雇用状況について
　（２）愛知県の障害者雇用施策について
（３）障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（平成30年4月施行）
５　経過
（１）議事録署名者指名

愛知県障害者雇用審議会運営要領第４条第３項により会長が鈴木敬太郎委員を指名
（４）質疑
ア　議題（１）「愛知県の障害者雇用状況について」
資料により事務局から説明し、質疑を行った。

イ　議題（２）「愛知県の障害者雇用施策について」
資料により事務局から説明し、質疑を行った。
ウ　議題（３）「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（平成30年4月施行）」を資料により説明者から説明し、質疑を行った。
【議題に対する主な意見・質疑等】
（委　員）資料に地方公共団体は雇用率が達成されている状況が記載されているが、愛知県の雇用率は、地方公共団体、地方自治体、市町村の合計したものだと思うが、愛知県の雇用率を教えてもらいたい。また、地方公共団体２．２％の適用機関である愛知県及び名古屋市教育委員会の愛知県教育委員会部分の雇用率、さらに地方公共団体の中で雇用率２．３％をクリアしていない自治体があるかどうか。教えてもらいたい。
（事務局）愛知県は、中でいくつかの部局等に分かれており、知事部局の雇用率は２．６８％である。
また、県内市町村で雇用率２．３％を達成していない市町村の数は、６である。教育委員会の法定雇用率は２．２％であるが、愛知県教育委員会の雇用率は２．２８％である。
（委　員）雇用率が未達成の６市町村は、具体的にどこなのか。市町村の規模に傾向はあるのか。
（事務局）平成２９年１２月１２日付で愛知労働局から公表されている「平成２９年６月１日時点の障害者雇用状況」の資料によると、法定雇用率が２．３％未満でも不足数が０の場合は達成とみなされるため、不足数がある市町村は半田市・蒲郡市・小牧市・尾張旭市・岩倉市・大治町の６市町となる。
（委　員）国の負担の関係もあると思うが、愛知県の障害者就労支援施策の予算額は全体でいくらか。
（事務局）県の３０年度の障害者雇用施策の予算総額は５,０６７万９,０００円である。前年度が、４,５６０万７,０００円であり、５００万円ほど予算額は増えている。
（委　員）愛知県中小企業応援障害者雇用奨励金について、本年度の新たな事業だと思うが、申請はあったのか、６か月以上雇用していることが申請の条件であるが、６か月過ぎても定着しているということが大事だがそのあたりはどうなっているのか教えていただきたい。
（事務局）今年度創設した中小企業応援障害者雇用奨励金であるが、制度創設にあたり国の助成金の例を参考に制度設計をした。６か月の雇用の後２か月の申請手続き完了を経て、県は国の助成金との重複支給をチェックするなどの審査手続きをする。４月に雇用された方の実績が実際に県に到着するのが１２月から１月である。したがって、今年度の実績は１０数件程度と見込んでいる。
我々としては、多くの企業に奨励金を活用していただき、企業の経済的な負担を少しでも減らしながら障害者を雇用していただくというのがこの奨励金の狙いであるので、いろいろと啓発をしてきたが、実際のところ、障害者の就職面接会の参加企業に聞くと、必ずしもハローワークを通じた障害者雇用ばかりではなく、大学のキャリアセンターや特別支援学校から直接雇われた方が障害者手帳所持者というケースも多々あったことを伺い、制度創設２年目からは、ハローワーク経由だけでなく直接企業が雇用した場合についても奨励金支給の対象とし制度の拡充をしていく。
また、今年度の支給対象は半年間であったが、来年度は通年の奨励金制度となる。今後も制度を検証しながら支給件数を増やしていく。
　（委　員）障害者就職面接会に参加した障害者の方々の今年度の採用の実績はどれくらいなのか。
　（事務局）９月に名古屋と刈谷で開催し、２月に豊橋、名古屋で開催する。９月の状況で途中経過であるが、就職率はだいたい１２から１４％ぐらいである。
　（委　員）職場定着という言葉が出ているが、定着状況を把握したものがあるのか。例えば一般の方や新卒の方の定着率は公表されていると思うが、障害者を雇用した場合の就職後の定着率といった概念があるのか。なぜ定着できなかったのか、途中で退職せざるを得なかったのかなど、分析等を含めて、対策はしているのか。
　（事務局）愛知県では具体的な分析等は行っていない。ただし、厚生労働省は５年ごとに各障害種別に応じた平均的な定着年数を公表しており、身体障害者は平均１０年雇用が継続しているが、知的障害者は短くなり、精神障害者は４年くらいとなっている。厚生労働省はこのような調査結果を５年ごとに公表している。
　（委　員）ナカポツセンターの充実が大事だと思っている。国は厚生労働省で一本化されているが、県は、就労面が産業労働部、生活面が健康福祉部に分かれており、３者の連携ということになってくる。例えば広域会議で福祉のセクション等、３者が連携してナカポツセンターの事業の充実を図っていただくこととなるが、これとともに身体障害者はともかく、精神障害者が企業に雇用されるにあたり、発達障害や難病など特性の理解について非常に対応が難しいものがある。センターの職員、支援員もいろいろ研修も充実してもらわないといけないし、いろんな機関との連携を深めていただくとよいと思う。先ほど、就職の場面での障害者の方への理解ということがあったが、その前に一般の県民・市民の障害者への差別の解消の条例もできたことから、就労の前の段階で県民・市民は障害者への理解をと思う。福祉と就労の連携をやっていただければありがたいと思うので、よろしくお願いしたい。
　（委　員）雇用を増やすというのはとても大事で、法律のこともあるので数字をあげるのは大事だが、問題はいくら雇用率が増えても定着しなければ意味がないと思う。今回、委員の皆さんの意見を伺って、定着というものが大事だなと改めて思った。企業側の障害者への理解について、差別解消法、雇用促進法、これを理解していくのが大事だと思った。
見える差別もまだまだあるが、見えない差別もたくさんあり、見えない障害は特に多いと思う。聴覚障害・知的障害・発達障害・精神障害など、いくら雇用ができても人間関係やコミュニケーションがうまくいかないとやめてしまうことが多いと思う。やはり定着というものが大事だと思う。
　（委　員）定着ということが、今日の会議の大事なことの一つだと思う。愛知県全体として定着という点の施策の取組みを引き続きお願いしたいと思う。
